
平成17年〔ワ）第87号 遺伝子粗換え稲の作付禁止等請求事件   

原 告 山田稔外14名  

社 告 独立行政法人 農業・生物系特定藍菓技術研究機摘  

答弁幸  

平成18年2月1日  

新潟地方裁判所高田支部合議係 御中  

■  

〒104－80昏1東京都中央区報座6丁目4番1号東海堂銀座ビル丁階  

中島・宮本・畑中法律事務所（送達場所）  

電 話03－5537－78「柑  FAX83－5537－7BT9  

被告代理人 弁護士 畑 中 境 丸  

岡  弁舌土 山 岸  純  

第1 請求の趣旨に対する答弁   

1原告ら町請求をいずれも棄却する  

望 訴訟費用は原告らの負担とする  

との判決を求める。  
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帯2 奉答弁書の概要   

1 原告は訴状において、本邦における科学技術開発の安全性の確保＝、法規．  

制等について軽々主東を展開するが、その事くは無関係な余事記載と思料  

する。  

そこで、本答弁事においては、まず、被告と原告らの一部との間で本件  

と同様の争点に閲し既に争われた「遺伝子粗換え稲の作付け禁止等仮処分   













③「循環型社会システムを実現する技術開発」として、バイオマスの多  

段階利用や家畜排泄物の処理と資源化技術の開発等。  

④「農業生産に見られる地球環境変動の影響解明と対策技術の開発」と  

して地球温暖化が及ぼす生産環境や生産活動への影響調査、気候変動  

に対応する技術の開発等。  

⑤「食の安全と信頼を確保する高品質な農産物の生産・流通システムの  

開発」として、トレーサビリティシステムの開発や環境にやさしい安  

全・安心な農産物の持続的生産技術の開発等。   

（3） なお、被告の研究成果は農業技術の広い分野にわたっている。被告が  

研究・開発し、消費者によく知られ、世界的品種となったリンゴ「ふじ」  

をはじめとする果樹、稲、麦類、大豆、野菜、イモ類などの育成品種は  

多数にのぼる。  

最近話題になったものでは、しおれにくく長持ちするカーネーション  

品種、おいしくて流通に適したイチゴ品種、腎臓病の患者も十分にお米  

が食べられる低タンパク米、ポリフェノールの一種アントシアニンを多  

量に含んだサツマイモやジャガイモ、電子レンジで焼き芋を作れるサツ  

マイモなどがある。生産者の労働を軽減する田植えロボットやロングマ  

ット苗などは幾たびもマスコミで紹介されている。  

また、花粉症を和らげるお茶「べにふうき」やGABAをたっぷり含  

んだ発芽玄米の製造法も被告が開発したものであり、鳥インフルエンザ  

やBSE（牛海綿状脳症）など人畜共通病害の診断技術の開発について  

は被告が本邦における研究の中心を担っている。  

さらに、食用油のバイオディーゼル燃料化技術、燃料用エタノールの  

製造に適したさとうきびの育成などは、今後、地球温暖化防止に貢献す  

ると期待されている状況である。（以上乙5ないし乙8、乙12）   

2 本実験の概要・必要性・有用性  
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なく聴取するとともに、本実験の具体的な疑問についてはすべて誠実  

に回答し、被告の考え方を説明し理解を求めてきた。  

（6）   なお、本年においても、前年までの実績を踏襲し、積極的に情報公  

開を行い、公開説明会等を開催していく方針である。  

（7）   以上のとおり、隔離圃場栽培実験の生物多様性影響については法律  

を遵守し、関係機関の承認を得ており、一般栽培イネへの影響の排除  

についても農林水産省の栽培実験指針に準拠したものであり、安全性  

における各規制はすべて遵守しているのである。したがって、本実験  

が違法なり不当なりとの誹りを受ける余地はまったくなく、原告は被  

告に対してどのような理由をもってどのような権利を主張しようと  

しているのか不明であり、理解が困難である。   

第6 関連経緯  

昨今、被告には、被告北陸研究センター等の破壊を内容とする多数の脅  

迫文書が投書されるという事件が続発している。 捜査機関の情報によると、  

新左翼過激派を名乗る団体の関与等が疑われるとのことである。  

しかしながら、被告としては、上記必要性及び有用性を有する本実験に  

ついて関係法規すべてを遵守し、且つ国民に対する十分な説明義務を果た  

し、さらには情報公開についても十分な対応を行っているのであり、何ら  

後ろめたい点はなく、毅然とした態度で新潟県警に告訴状を提出するに至  

っている。   

第7 まとめ  

以上のとおり、本実験は、関係法規の遵守、十分な説明及び情報公開を  

前程に、被告の誠実な行動に基づいて行われているにもかかわらず、既に  

詳述したように、原告の主張は、上記第3のとおり主観的危倶に基づく一  

方、法的根拠を有さない主張に終始しており、被告としては答弁について  

困惑さえ覚える状況にある。  

＼ヽ山′  
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